
（平成２３年１２月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 17 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 36 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 27 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 3267 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年１月から同年３月まで 

    申立期間の保険料は、納付期限までに納付していなかったが、昭和 61 年

４月に第３号被保険者となる年金制度の改正が行われたため、同年５月か同

年６月にＡ市役所に行き、これ以前に保険料の未納が無いことを確認したの

で、それまでには申立期間の保険料を納付したことに間違いはない。申立期

間の保険料を重複納付したか覚えがないが、翌年に「国民年金保険料過誤納

額還付・充当通知書」が送られてきたため、再度同市役所で保険料の納付に

ついて確認した際に、「申立期間の保険料は納付されており、重複納付の理

由で還付します。」と言われた。何度も理由を確認したがそのような理由で

あれば間違って再度保険料納付してしまったのかもしれないと思い、半年以

上たってから還付金を受け取った。それなのに今になって申立期間の保険料

が未納とされている上、還付された理由が重複納付ではなく時効期間後納付

であったと言われても納得がいかないので、申立期間について、国民年金保

険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、その前後の期間の保険料は納付済みとさ

れている。 

また、申立人は、昭和 45年８月に国民年金に任意加入して以降、61年３月

までの国民年金加入期間（同年４月からは第３号被保険者。）において、申立

期間を除き保険料の未納は無いことから、保険料の納付意識は高かったものと

みられる。 

さらに、申立人は、保険料は納付期限より遅れて納付したこともあったが、

時効までには納付しており、申立期間の保険料についても、納付期限（昭和



60 年４月末）までには納付できなかったものの納付したはずであり、このこ

とは 61 年５月か同年６月にＡ市役所で、それまでの加入期間について未納が

無いことを確認していることからも間違いないとしているところ、オンライン

記録によると、ⅰ）申立人が同市役所で納付記録を確認したとする同年５月か

同年６月の時点では、申立期間を除き国民年金加入期間に未納は無かったとさ

れていることが確認できること（現在の申立人の記録は、同年５月以前の国民

年金加入期間に、申立期間以外にも未納とされている期間があるものの、これ

は平成 22 年に国民年金被保険者資格が新たに追加されたこと等によるもので

ある。）、ⅱ）同市の国民年金被保険者名簿から確認できる納付日から、申立人

は、未納が無いように現年度納付及び過年度納付していた状況がうかがえるこ

とから、申立人の主張には信ぴょう性がうかがえる。 

加えて、申立人は申立期間後の昭和 61 年１月から同年３月までの保険料を

同年５月１日に過年度納付していることが確認できることから、この時点で当

該期間より低額であり、かつ時効が先に到来する申立期間の保険料について、

上記のとおり、納付意識が高く、時効までに納付するよう努めていたとする申

立人が納付していたと考えても不自然ではない。 

なお、申立期間に係る保険料の還付について、申立人は、Ａ市役所に確認し

た際に、「申立期間の保険料は納付されており、重複納付の理由で還付します。」

と聞いたが、今になって還付理由は重複納付ではなく、時効期間後納付であっ

たと説明を受けても納得できないとしているところ、オンライン記録によると、

当該還付に係る過誤納理由は「時効期間納付」、発生年月日は「昭 62.５.12」、

決議年月日は発生年月日の翌日である「昭 62.５.13」とされていることが確

認でき、申立人が所持する「国民年金保険料過誤納額還付・充当通知書」に記

載されている還付理由においても、時効期間納付などが含まれる「その他」に

「○」印が付されていることが確認できることから、申立人は時効後の昭和

62年５月 12日に申立期間の保険料を納付したものと考えられる。しかし、日

本年金機構によると、オンライン記録等における過誤納理由は、複数あっても

一つのみ記録されることとなるとしていることから、過誤納理由が「時効期間

納付」とされているからといって重複納付が否定されるものではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 3268 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年 10月及び同年 11 月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年 10月及び同年 11月 

    申立期間の国民年金保険料はＡ市Ｂ区役所で納付書により納付したはず

であるので、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

保険料の納付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、２か月と短期間である上、申立人は国民年金の未加入期間はあ

るものの、国民年金加入期間においては申立期間を除き保険料の未納は無い。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿によれば、申立人は昭和 59 年 10 月 13

日に国民年金加入手続を行い、厚生年金保険被保険者資格を喪失した４日後の

同年 10 月１日から国民年金被保険者資格を取得していることが確認できるこ

とから、申立期間の保険料については現年度納付することが可能であった。  

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿、国民年金被保険者台帳（マイクロフ

ィルム）及びオンライン記録によれば、申立人は申立期間以外の国民年金と厚

生年金保険の切替手続もおおむね適切に行っており、これらの期間の保険料に

ついては全て現年度納付していることが確認できることから、申立期間につい

ても、国民年金と厚生年金保険の切替手続を行い、申立期間の保険料を納付し

たと考えても不自然ではない。 

加えて、申立人は申立期間の保険料をＡ市Ｂ区役所で納付書により納付した

としているところ、同市によれば、昭和 49 年１月以降、納付書による保険料

納付を開始したとしている上、申立期間当時、同区役所で保険料を納付するこ

とも可能であったとしていることから、申立人の主張と一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 3269 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48年１月から 50年３月までの期間及び同

年７月から 51 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年７月から 50年３月まで 

             ② 昭和 50年７月から 51年３月まで 

    私は、昭和 50年３月に結婚し、Ａ町に引っ越した際、社会保険事務所（当

時）から年金の未納を知らされたので、妻と一緒に同町役場に出向き、その

後妻が保険料を一括で納付した。また、一括納付した後も妻が保険料を納付

していたが、同年７月から 51 年３月までの期間も未納とされていることに

納得できない。申立てをするに当たり、同町役場で調べてもらったところ、

資料が残っていないということであった。納付した記録が全部消えることは

考えられないので、今一度調査して、申立期間について、国民年金保険料を

納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間において、国民年金保険料の未

納は無いことから、申立人の保険料を納付していたとする妻の保険料の納付意

識は高かったことがうかがわれる。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 47年８月 30日にＢ市Ｃ区から払い出され、資

格取得日を20歳到達時である46年＊月＊日に遡って取得したとする事務処理

が行われたものと考えられる。当該払出簿には、「50．４．７ Ｄ社保へ移管」

と記載されているところ、同市の被保険者名簿によると、50年３月 24日にＡ

町に転出したことが記載されており、国民年金被保険者台帳においても、同日

に同町の住所に変更されていることが記載されていることから、申立人の国民

年金に係る住所変更の手続は、同年３月 24 日から同年４月７日までの間に行

われたものと推認される。この住所変更時期において、申立期間①のうち、48



年１月から 49年３月までの期間は過年度納付、同年４月から 50年３月までの

期間は現年度納付することが可能であったこととなる。 

さらに、Ａ町役場によると、「昭和 50年当時、過年度納付及び現年度納付の

いずれにおいても、被保険者が納付を希望した場合、手書きの納付書を発行し

ており、保険料納付については、Ａ町役場内に銀行があったため、そこで納付

するよう案内していた。」としていることから、申立人が役場において遡って

保険料を一括で納付したとする主張に不自然な点は無く、上記のとおり、保険

料の納付意識の高かった妻が申立期間①のうち、過年度納付又は現年度納付す

ることが可能であった昭和48年１月から50年３月までの期間の保険料を納付

したと考えても不自然ではない。 

加えて、申立期間②は、９か月と短期間である上、申立人の国民年金被保険

者台帳によると、申立期間②の前後の期間の保険料は、現年度納付されており、

申立期間②以降の保険料について未納は無いことから、申立人の保険料だけは

未納が生じないよう努めていたとする妻が、申立期間②の保険料のみ納付しな

かったとは考え難い。 

一方、申立期間①のうち、昭和 46年７月から 47年 12月までの期間につい

ては、上記住所変更時期において、第２回特例納付制度が実施されていたこと

から、当該制度を利用することにより保険料を納付することは可能であり、Ａ

町役場では、特例納付についても過年度納付と同様に同町役場内の銀行で取り

扱っていたとしている。しかしながら、特例納付制度は、将来無年金を出さな

いようにすることを目的とした制度であり、通常、被保険者が役場等において

説明を受けた上で保険料納付するか否か判断するものであるところ、ⅰ）申立

人の住所変更時期において、申立人は 23歳であり、60歳の前月まで保険料を

未納無く納付した場合の保険料納付月数は 436か月となり、国民年金の受給権

確保（保険料納付月数等が合計で 300 か月必要。）が可能であったことから、

申立期間の保険料を特例納付するまでの必要性は乏しかったものと考えられ

ること、ⅱ）申立人は、特例納付制度に係る記憶は定かでは無いとしている上、

妻は、年金手帳の「被保険者となった日」の欄に、「46 年＊月＊日」及び「Ａ

町」のゴム印が押されているため、46 年＊月＊日まで遡って一括で保険料を

納付したのではないかとしているものの、当該記録はあくまで被保険者資格を

取得したことを示すものであって保険料納付を示すものではないことから、妻

が同年７月から47年12月までの保険料を特例納付したと推認することまでは

できない。 

また、申立人が特例納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿

等）は無く、ほかに特例納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48年１月から 50年３月までの期間及び同年７月から 51年３月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 3270 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から同年３月まで 

    私は、いつ頃かは覚えていないが、Ａ市Ｂ区に居住していた時に国民年金

の加入手続を行い、同市Ｃ区に転居してからもずっと国民年金保険料を納付

してきた。昭和 52 年４月に実家のＤ市に転居したが、申立期間の保険料を

納付する時には既に申立期間に係るＡ市の納付書の納付期限が過ぎていた。

その納付書を持参してＤ市内の郵便局に出向き、納付できることを確認し、

そのまま同郵便局で申立期間の保険料を納付した。領収書を所持しているに

もかかわらず、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間を除き国民年金加入期間において保険料の未納は無く、申

立期間は３か月と短期間である。 

また、申立人は、申立期間の保険料について、昭和 52年５月 30日に郵便局

で納付した領収書（Ａ市領収書昭和 52年度）を所持している。 

さらに、申立人が所持する申立期間の領収書は、Ａ市の取扱期限（昭和 52

年４月 28 日）を過ぎたものであるが、Ｄ市内の郵便局の領収印が押されてお

り、その領収印に消印が押された形跡もない。 

加えて、取扱期限経過後に誤って収納された現年度保険料は、本来、市区町

村から社会保険事務所（当時）へ進達され、過誤納として充当又は還付の処理

が行われるところ、国民年金被保険者台帳には申立期間の保険料が充当又は還

付された記録は無く、申立期間に係る還付整理簿も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 3271 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

    私は、昭和 36 年春頃に実家であるＡ市を離れ、住民票は移さずＢ市で働

いていた。私の国民年金の加入手続は、母親がＡ市で行い、申立期間の国民

年金保険料は、私がＢ市で働き、病気で入院（39 年７月頃）するまで、実

家に送金していた中から母親が納付してくれていたと思う。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12か月と短期間である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 36年１月 18日にＡ市で払い出されていること

から、その頃に申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続の際に、資

格取得日を 35年 12月９日とする事務処理が行われたものとみられる。この申

立人の手帳記号番号払出時期を基準とすると、申立期間の保険料は 36 年４月

から現年度納付することは可能であった。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料は、住民票を移さずＢ市で働

きながら、実家に送金して、母親がその中から近くのＡ市役所で納付していた

と思うとしているところ、同市では、申立期間当時、市役所の出納室及び各支

所の窓口で販売する国民年金印紙を購入し、国民年金手帳に貼付して、民生課

及び各支所で検認を受ける印紙検認方式で保険料を徴収していたとしており、

申立人の主張に不合理な点は見受けられず、母親が申立期間の保険料を納付し

たと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 3272 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年９月から 55年３月までの期間及び 61 年１月から同年６

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年９月から 55年３月まで 

             ② 昭和 61年１月から同年６月まで 

    申立期間①について、私が 20歳(昭和 54年＊月)になった頃、当時Ａ市役

所に勤務していた叔父が、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金手帳と

納付書を家に持って来た。申立期間①の保険料は、叔父が持ってきた納付書

で、私が金融機関で毎月納付していた。申立期間②について、私は、年度当

初に市役所から送られてくる納付書により、金額はよく覚えていないが、毎

月、欠かさず近くの金融機関で納付していた。申立期間の国民年金保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間は、合計しても 13 か月と比較的短期間である上、申立人は、申

立期間を除く国民年金加入期間（第３号被保険者期間を除く。）において保

険料の未納は無いことから、保険料の納付意識は高かったことがうかがわれ

る。 

２ 申立期間①については、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿

によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年７月頃にＡ市で払

い出されていることから、その頃に申立人の国民年金加入手続が行われ、こ

の加入手続の際に、資格取得日を遡って 20歳到達時の 54年＊月＊日とする

事務処理が行われたものとみられる。この申立人の国民年金手帳記号番号払

出時期を基準とすると、申立期間①は過年度納付することが可能であった。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿の摘要欄を見ると、「未納納付書 54

年９月より 55年３月まで 金額 23,100円 発行日 55.７.14」と記載さ



れ、申立人に対して、申立期間①の過年度納付書が作成・送付されているこ

とが確認できることから、前述のとおり、保険料の納付意識が高かった申立

人が過年度納付が可能な申立期間①の保険料を送付されてきた過年度納付

書により納付したと考えても不自然ではない。 

３ 申立期間②については、申立人は、申立期間②前後の国民年金保険料は納

付済みとされており、申立期間②当時において転職、転居等の申立人に係る

生活環境に大きな変化は認められないことから、納付意識の高かった申立人

が申立期間②の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案6842 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和19

年10月16日、資格喪失日は20年８月15日であると認められることから、申立

人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和19年10月16日から20年８月15日まで 

昭和10年頃にＡ社に入社し、戦争が終わった20年８月15日まで同社に継

続して勤務していた。 

しかし、年金記録を確認したところ、Ａ社Ｃ工場に転勤した昭和19年10

月から終戦を迎えた20年８月15日までの記録が無いことが分かった。 

転勤後もＡ社Ｃ工場に勤務していたことは間違いないので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和19年10月上旬までＡ社Ｄ支店に勤務した後、異動により同

社Ｃ工場に転勤し、終戦まで継続して勤務した。」と主張しているが、オンラ

イン記録及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、Ａ社Ｄ支店に

おいて昭和19年10月16日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失したものとさ

れている。 

しかしながら、当時の事実経過、異動先（Ａ社Ｂ支店（Ｃ工場））における

仕事内容、戦災時の勤務状況、玉音放送の記憶等に係る申立人の主張には具

体性が有り、当時の文献等の記述ともおおむね一致していることから、申立

人は、申立期間において当該事業所に継続して勤務（Ａ社Ｄ支店から同社Ｂ

支店に異動。）していたことが推認できる。 

また、厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人がＡ社Ｄ支店から同社



Ｂ支店（Ｃ工場）に一緒に異動したとして名前を挙げている同僚は、同社Ｄ

支店において昭和17年１月１日に被保険者資格を取得し、20年８月26日に被

保険者資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険

者名簿」という。）を管理していた社会保険事務所（当時）は、「被保険者名

簿が、戦災により焼失したことから、その復元を行った。」と回答しているが、

被保険者名簿には欠損等が多く、不自然な点が見られることから、当時、復

元が完全に行われなかったことがうかがわれる。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いこと

の原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入漏

れ、被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿の大規模

な焼失等から半世紀も経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全な復

元をなしえない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあるの

かの特定を行わせることは不可能を強いるものであり、同人らにこれによる

不利益を負担させるのは相当でないと言うべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務し

たことが推認できること、申立てに係る厚生年金保険の記録は、事業主がそ

の届出を行った後に焼失した可能性が相当高いと認められる一方で、この推

認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合して考慮すると、

申立人の同社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和19年

10月16日、資格喪失日は20年８月15日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険

法の一部を改正する法律（昭和44年法律第78号）附則第３条の規定に準じ、

１万円とすることが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、被

保険者名簿が紛失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当の欠

落が見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の事情を

考慮の上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが特定でき

ない案件に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに対処すべき

であるが、現時点ではこれが十分になされているとは言えない。



愛知厚生年金 事案6843 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、申立期間①は29万

2,000円、申立期間②は30万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成16年12月15日 

             ② 平成17年12月15日 

ねんきん定期便により厚生年金保険の記録を確認したところ、申立期間

の賞与記録が無いことが分かった。Ａ社では申立期間の賞与が支給されて

おり、厚生年金保険料が控除されていたはずなので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ａ社から提出された所得税源泉徴収簿により、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これら

の標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、Ａ社から提出された所得

税源泉徴収簿において確認できる保険料控除額から、申立期間①は29万2,000

円、申立期間②は30万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に

届け出ていないことを認めていることから、社会保険事務所は、当該標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6844 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和62年４月21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を12万6,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和62年４月21日から同年５月１日まで 

私は、Ｂ社から関連会社のＡ社に異動した際、厚生年金保険の被保険者

記録に空白期間があるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社の元事業主から提出された賃金台帳及び回答により、

申立人はＢ社及び関連会社のＡ社に継続して勤務し（昭和62年４月21日にＢ

社からＡ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和62年５月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間において適用事業所であった記録が

確認できない。しかし、商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間前の同

年３月＊日に法人登記されている上、元事業主も、「設立当時の従業員は４人

であった。」と回答していることから、同社は、申立期間において厚生年金保

険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

また、申立期間の標準報酬月額については、賃金台帳において確認できる

保険料控除額及び昭和62年５月のオンライン記録から、12万6,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申

立期間においてＡ社は適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務

所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主

は、申立人に係る昭和62年４月の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。



愛知厚生年金 事案6845 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和30年５月21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和30年５月21日から同年12月20日まで 

昭和25年５月１日入社から亡くなるまで継続して勤務しており、厚生年

金保険の空白期間があることが納得できない。厚生年金保険の被保険者記

録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の後継会社であるＣ社から提出された在籍証明書、従業員コード台帳

及び雇用保険の記録により、申立人がＡ社に継続して勤務し（同社の出張所

から同社Ｂ支店の営業所に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、厚生年金保険被保険者台帳の資格喪失日の原因

欄に「30.５.21転勤」と記載されていることから、昭和30年５月21日とする

ことが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店における厚生年金

保険被保険者名簿の昭和30年12月の記録から、１万6,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及



び周辺事情はないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案6846 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和54年３月31日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を12万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和54年３月31日から同年４月１日まで 

Ａ社Ｃ支店から同社Ｄ支店（厚生年金保険の適用は同支店を管轄するＢ

支店）に転勤となった際の被保険者期間に１か月間の欠落があるので、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支払明細書及び雇用保険の記録により、申立人

がＡ社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動。）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、申立人の異動日について確認できる資料等は無いが、オンライン記

録によると、申立人と同様に異動し、異動元の各支店において申立人と同じ

昭和54年３月31日に被保険者資格を喪失している同僚３人は、いずれも同日

に異動先の各支店において被保険者資格を取得していることが確認できるこ

とから、申立人についても、Ａ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を訂

正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支払明細書において確認

できる保険料控除額及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和54年４月

の記録から、12万6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した



か否については、事業主は、不明と回答しており、ほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案6847 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準賞与額の記録については、１万3,000円に訂

正することが必要である。 

また、申立人の申立期間②から⑦までに係る標準賞与額については、厚生

年金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞

与額と記録されているが、申立人は、当該期間において、その主張する標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間に係る標準

賞与額の記録を、申立期間②は29万4,000円、申立期間③は42万円、申立期間

④は25万円、申立期間⑤は43万9,000円、申立期間⑥は60万円、申立期間⑦は

68万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間①から⑦までに係る標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年４月30日 

             ② 平成15年７月31日 

             ③ 平成15年12月５日 

             ④ 平成16年８月２日 

             ⑤ 平成16年12月10日 

             ⑥ 平成17年７月25日 

             ⑦ 平成17年12月９日 

申立期間①については、賞与支給に係る年金記録が無く、申立期間②か

ら⑦までについては、標準賞与額は記録されているが、年金額に反映され

ない状態となっているので、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与管理データ、賞与振込依頼書、賞与額逆算シート



及び賞与台帳（以下「賞与関連資料」という。）により、申立人は、申立期間

①から⑦までにおいて、17万5,000円から68万円までの標準賞与額に見合う賞

与が支給され、１万3,000円から68万円までの標準賞与額に見合う厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらのいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与関連資料において認

められる保険料控除額から、申立期間①は１万3,000円、申立期間②は29万

4,000円、申立期間③は42万円、申立期間④は25万円、申立期間⑤は43万

9,000円、申立期間⑥は60万円、申立期間⑦は68万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間①については、当該期間の賞与支払に係る届出

を社会保険事務所（当時）に提出していないと認めており、また、申立期間

②から⑦までについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した

後に、当該期間における事務手続を失念していたとして届出を行っているこ

とから、社会保険事務所は、当該期間に係る標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6848 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準賞与額の記録については、１万5,000円に訂

正することが必要である。 

また、申立人の申立期間②から⑦までに係る標準賞与額については、厚生

年金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞

与額と記録されているが、申立人は、当該期間において、その主張する標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間に係る標準

賞与額の記録を、申立期間②及び③は42万円、申立期間④は30万円、申立期

間⑤は32万2,000円、申立期間⑥は61万2,000円、申立期間⑦は75万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間①から⑦までに係る標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年４月30日 

             ② 平成15年７月31日 

             ③ 平成15年12月５日 

             ④ 平成16年８月２日 

             ⑤ 平成16年12月10日 

             ⑥ 平成17年７月25日 

             ⑦ 平成17年12月９日 

申立期間①については、賞与支給に係る年金記録が無く、申立期間②か

ら⑦までについては、標準賞与額は記録されているが、年金額に反映され

ない状態となっているので、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与管理データ、賞与振込依頼書、賞与額逆算シート



及び賞与台帳（以下「賞与関連資料」という。）により、申立人は、申立期間

①から⑦までにおいて、20万円から75万円までの標準賞与額に見合う賞与が

支給され、１万5,000円から75万円までの標準賞与額に見合う厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらのいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、賞与関連資料において認

められる保険料控除額から、申立期間①は１万5,000円、申立期間②及び③は

42万円、申立期間④は30万円、申立期間⑤は32万2,000円、申立期間⑥は61万

2,000円、申立期間⑦は75万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間①については、当該期間の賞与支払に係る届出

を社会保険事務所（当時）に提出していないと認めており、また、申立期間

②から⑦までについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した

後に、当該期間における事務手続を失念していたとして届出を行っているこ

とから、社会保険事務所は、当該期間に係る標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6849 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②及び③について、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該期間の標準賞与額に係る記録を33万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成19年７月13日 

             ② 平成19年12月15日 

  ③ 平成20年12月15日 

私が保管するＡ社の賞与支払明細書により、申立期間についての賞与支

払額及び厚生年金保険料の控除額が確認できるので、私の賞与から控除さ

れた厚生年金保険料が年金給付額に反映されるよう標準賞与額の記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③については、申立人から提出された賞与支払明細書によ

り、申立人は、当該期間において、その主張する標準賞与額（33万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、申立人の申立期間②及び③に係る厚生年金保険料の事業主による納

付義務の履行については、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 



一方、申立期間①については、申立人から提出された賞与支払明細書によ

り、申立人は、当該期間において、26万円の賞与が支給され、25万4,000円の

標準賞与額に見合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方を認定することとなるところ、当該賞与支払明細書

において確認できる保険料控除額に見合う標準賞与額が、オンライン記録の

標準賞与額を超えないことが確認できることから、特例法による保険給付の

対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



愛知厚生年金 事案6850 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥に係る標準賞与額については、

厚生年金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標

準賞与額と記録されているが、申立人は、当該期間において、その主張する

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、当該期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は50万円、申立期間②は102万8,000円、申立期間③

は75万円、申立期間④は65万円、申立期間⑤は70万円、申立期間⑥は60万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年７月14日 

             ② 平成18年12月13日 

             ③ 平成19年12月13日 

             ④ 平成20年７月11日 

             ⑤ 平成20年12月12日 

             ⑥ 平成21年７月17日 

Ａ社から支給された賞与について、標準賞与額が記録されているが、年

金額に反映されない記録となっているので、適正な記録にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料台帳により、申立人は、その主張する標準賞与額

（申立期間①は50万円、申立期間②は102万8,000円、申立期間③は75万円、

申立期間④は65万円、申立期間⑤は70万円、申立期間⑥は60万円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立

期間における事務手続を失念していたとして届出を行っていることから、社

会保険事務所（当時）は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6851 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②、③及び④に係る標準賞与額については、厚生年

金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与

額と記録されているが、申立人は、当該期間において、その主張する標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記

録を、申立期間①は34万7,000円、申立期間②は42万4,000円、申立期間③は

45万5,000円、申立期間④は41万5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年７月14日 

             ② 平成18年12月13日 

             ③ 平成19年12月13日 

             ④ 平成20年７月11日 

Ａ社から支給された賞与について、標準賞与額が記録されているが、年

金額に反映されない記録となっているので、適正な記録にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料台帳により、申立人は、その主張する標準賞与額

（申立期間①は34万7,000円、申立期間②は42万4,000円、申立期間③は45万

5,000円、申立期間④は41万5,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立

期間における事務手続を失念していたとして届出を行っていることから、社

会保険事務所（当時）は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6852 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥に係る標準賞与額については、

厚生年金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標

準賞与額と記録されているが、申立人は、当該期間において、その主張する

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、当該期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は32万9,000円、申立期間②は40万2,000円、申立期

間③は42万3,000円、申立期間④は38万2,000円、申立期間⑤は42万4,000円、

申立期間⑥は35万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年７月14日 

             ② 平成18年12月13日 

             ③ 平成19年12月13日 

             ④ 平成20年７月11日 

             ⑤ 平成20年12月12日 

             ⑥ 平成21年７月17日 

Ａ社から支給された賞与について、標準賞与額が記録されているが、年

金額に反映されない記録となっているので、適正な記録にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料台帳により、申立人は、その主張する標準賞与額

（申立期間①は32万9,000円、申立期間②は40万2,000円、申立期間③は42万

3,000円、申立期間④は38万2,000円、申立期間⑤は42万4,000円、申立期間⑥

は35万6,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 



なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立

期間における事務手続を失念していたとして届出を行っていることから、社

会保険事務所（当時）は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されてい

るが、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を15万7,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成21年７月17日 

Ａ社から支給された賞与について、標準賞与額が記録されているが、年

金額に反映されない記録となっているので、適正な記録にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料台帳により、申立人は、その主張する標準賞与額

（15万7,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立

期間における事務手続を失念していたとして届出を行っていることから、社

会保険事務所（当時）は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に

係る記録を平成16年２月21日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を11万8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和56年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成16年２月21日から同年３月１日まで 

             ② 平成16年３月から19年８月まで 

申立期間①について、平成16年２月分の厚生年金保険料をＡ社の給与か

ら控除されているが、厚生年金保険の記録は同年３月からとなっている。

当該期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。また、

申立期間②について、同社における標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。当該期間について、標準報酬月額の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、平成16年度の賃金台帳及び雇用保険の記録により、

申立人は、当該期間においてＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記の賃金台帳において確認

できる保険料控除額から、11万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ａ社は平成22年９月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっている上、元事業主からは回答が得られず、ほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業



主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

申立期間②について、平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立

人は、当該期間において、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給さ

れていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間②について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6855 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に

係る記録を平成16年７月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を11万8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成16年７月１日から同年８月１日まで 

             ② 平成16年８月から19年８月まで 

申立期間①について、平成16年７月分の厚生年金保険料をＡ社の給与か

ら控除されているが、厚生年金保険の記録は同年８月からとなっている。

当該期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。また、

申立期間②について、同社における標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。当該期間について、標準報酬月額の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、平成16年度の賃金台帳及び雇用保険の記録により、

申立人は、当該期間においてＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記の賃金台帳において確認

できる保険料控除額から、11万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ａ社は平成22年９月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっている上、元事業主からは回答が得られず、ほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業



主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

申立期間②について、平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立

人は、当該期間において、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給さ

れていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間②について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該期間の標準賞与額に係る記録を41万2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成12年８月から19年８月まで 

         ② 平成17年12月27日 

Ａ社勤務時の標準報酬月額が、当時支給されていた給与に比べて著しく

低い。また、平成17年12月に賞与の支給があり、厚生年金保険料を控除さ

れていたのに記録が無い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、平成17年度の賃金台帳により、申立人は、当該期間

において、その主張する標準賞与額（41万2,000円）に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ社は平成22年９月１日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっている上、元事業主からは回答が得られず、ほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

申立期間①のうち、平成12年８月から14年12月までの期間、15年３月及び

同年11月から19年８月までの期間については、申立人から提出された給与支

給明細書及び平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該



期間において、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたこ

とが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間①のうち、平成15年１月、同年２月及び同年４月から同年

10月までの期間については、申立人は、当該期間に係る給与支給明細書等を

所持していないものの、複数の同僚から提出された給与支給明細書によると、

いずれの同僚も、当該期間の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金  事案6857 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該期間の標準賞与額に係る記録を18万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年12月24日 

② 平成16年７月30日 

申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、標

準賞与額の記録が無い。申立期間について、標準賞与額の記録を訂正（追

加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された支給控除一覧表及び労務士事務所から提出されたＡ

社の賃金台帳により、申立人は、申立期間①及び②において、その主張する

標準賞与額（18万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、元事業主は、「当時のことをよく覚えていないので、分からない。」

と回答しており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案6858 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和29年３月21日から33年２月25日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、一部の期間について脱退手当金が支給

されたことになっているが、自分で請求した覚えは無く、受け取りに行っ

た覚えも無い。脱退手当金の支給記録を取り消し、申立期間について、厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約４年９か月後の昭和37年11月20日に支給決定されたこととなってお

り、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間の直後の被保

険者期間についてはその計算の基礎とされておらず未請求となっているが、

未請求となっている被保険者期間は、申立期間と同一の事業所に勤務してい

た期間であり、申立人がこれを失念するとは考え難い上、未請求となってい

る被保険者期間と申立期間は、同一番号で管理されていたにもかかわらず、

一部の期間のみ支給されるということは事務処理上不自然である。 

さらに、申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び

厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出票の氏名は、変更処理がなされてお

らず旧姓のままであり、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考

えられるが、申立人は昭和34年７月＊日に婚姻し、改姓していることから、

申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

加えて、申立人は、脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期に

は、既に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していることを踏まえる

と、脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



愛知国民年金 事案 3273 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年 10 月から 63 年３月までの期間及び平成 11 年４月から

13 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年 10月から 63年３月まで 

             ② 平成 11年４月から 13年３月まで 

    申立期間①は、20歳になった昭和 61年＊月頃に母親が私の国民年金の加

入手続を行い、家族の保険料と一緒に私の保険料も納付してくれていた。申

立期間②は、海外に行っていたため、元妻や母親に保険料の納付を依頼した。

申立期間について、国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に直接

関与しておらず、申立人によると、これらを行ったとする母親及び元妻から

聴取することはできないとしているため、加入手続及び申立期間に係る保険

料納付状況の詳細は不明である。 

２ 申立期間①について、申立人は、20歳に到達した昭和 61年＊月頃に母親

が申立人の国民年金の加入手続を行ったとしているが、基礎年金番号制度導

入（平成９年１月）前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡は見当たらない上、オンライン記録によると、申立人が初めて国民年

金被保険者資格を取得したのは、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失

した 11 年１月１日であることから、申立人は申立期間①については、国民

年金に未加入であり、保険料を納付することはできなかったものと考えられ

る。 

また、オンライン記録によると、母親及び父親の申立期間①の保険料は納

付済みとされているが、母親の国民年金手帳記号番号は申立期間前の昭和

40 年頃に払い出され、父親の国民年金手帳記号番号は、国民年金制度発足



当時に払い出されたとみられ、いずれも申立期間①は国民年金被保険者であ

ったのに対し、上記のとおり、申立人は、国民年金に未加入であることから

状況が異なり、両親の保険料が納付されていることをもって、申立人の保険

料が納付されていたとは推認し難い。 

３ 国民年金法によると、日本国籍を有する者その他政令で定める者であって、

日本国内に住所を有しない 20歳以上 65歳未満のもの（第２号被保険者及び

第３号被保険者を除く。）は、任意加入対象者となるとされている。申立期

間②について、ⅰ）申立人は、平成 11 年４月に海外へ転出する際、住民票

を海外に移す手続を元妻に依頼したとしており、申立人が所持するパスポー

トによると、申立人は同年４月６日に出国していることが確認できること、

ⅱ）オンライン記録によると、申立人は、上記同年１月１日に第３号被保険

者として取得した国民年金被保険者資格を同年４月５日に第１号被保険者

に種別変更されていることから、当時申立人は任意加入対象者であったと考

えられ、申立人は当該第１号被保険者に種別変更された翌日の同年４月６日

には第１号被保険者資格を喪失していることが確認できる。これらのことか

ら、申立人は申立期間②についても、申立期間①同様、国民年金に未加入で

あることとなり、保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿においても、申立期間②の保険料が納

付されていた形跡は見当たらない。 

４ 母親及び元妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



愛知国民年金 事案 3274 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年６月から７年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年６月から７年３月まで 

    私は、申立期間は学生だったので、実家の母親がその間、国民年金保険料

を納付してくれていたが、年金手帳や通帳などどこにあるのか分からない状

態で整理もつかぬまま、病気で他界してしまった。姉は、生前の母親から私

の国民年金保険料を納付していたことを聞いており、私も同様に、母親が兄

と姉の国民年金保険料を納付していたことを覚えている。私自身は納付して

いないが、母親が納付してくれていたので、申立期間について、国民年金保

険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与し

ておらず、これらを行ったとする母親は既に亡くなっていることから、申立人

の申立期間に係る加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、平成８年９月 25 日にＡ市で払い出されており、こ

れ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らないことから、この頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この加

入手続において、資格取得日を遡って申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪

失した同年９月１日とする事務処理が行われたものとみられる。このことから、

申立期間は、国民年金に未加入となり、母親が申立人の保険料を納付すること

はできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人は、「母親は、兄と姉の保険料も納付していた。」と述べてい

るところ、兄については、申立人同様、申立期間は国民年金に未加入（平成２

年４月以降は、厚生年金保険被保険者。）であり、姉については、国民年金手



帳記号番号前後の被保険者に係るオンライン記録における資格取得状況から、

３年４月頃に国民年金の加入手続が行われ、同年４月１日に資格取得している

ことから、姉も申立期間のうち、元年６月から３年３月までについては、国民

年金に未加入である。 

加えて、国民年金の加入手続及び保険料納付は、制度上、住民票のある市町

村で行うこととされているところ、上記姉の国民年金手帳記号番号は、Ｂ市を

管轄する社会保険事務所（当時）から払い出されており、同市に住民票があっ

た母親が、同じく同市に住民票があったとみられる姉について、加入手続及び

納付を行ったとすることは不自然ではない。これに対し、申立人については、

戸籍の附票によると、昭和 63年４月６日から平成７年３月 29日まではＣ市、

同年３月 30日から 12 年３月 30日まではＡ市に住民票があったことから、申

立期間においては、Ｂ市に住民票が無かったものとみられ、同市に住民票があ

った母親が申立人の加入手続及び申立期間の保険料納付を行っていたとは通

常考え難い。 

このほか、申立期間当時に申立人が実際に居住していたとするＣ市、Ｄ町及

びＡ市において、申立人が申立期間当時に国民年金に加入し、保険料を納付し

ていた形跡はうかがえない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3275 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年 11 月から５年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 11月から５年５月まで 

    20 歳になったので年金に加入しなければと思っていたが、学生だったの

で迷っているうちに半年以上が過ぎた。過去２年間であれば遡って納付でき

ることを知り、平成５年６月頃にＡ市Ｂ区役所で母親が私の国民年金の加入

手続を行い、同区役所で納付書（手書き）を受け取り、保険料約９万円を納

付した。同年７月からの保険料についてはアルバイト代から保険料を母親に

渡し、送付されてきた納付書により金融機関で納付してもらった。年金手帳

（７年７月の口座振替届出時に住所変更を併せて行ったところ、転居前の住

所が記載された古い手帳は回収され、現在の新しい手帳を交付された。）の

資格取得日に記載されている日から被保険者となっており、申立期間につい

て、母親が納付したのに未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出控によれば、申立人の国民年

金手帳記号番号は、平成７年６月 29日（進達日は同年８月 14日）にＡ市Ｂ区

で払い出されており、これ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらないこと、及び同区の国民年金口座振替対象者一覧表

を見ると受付年月日を同年７月 13 日とされている（振替開始月は同年９月）

ことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、その手続の際

に資格取得日を遡って 20 歳到達時である４年＊月＊日とする事務処理が行わ

れたものとみられる。このことは同市の平成７年度の国民年金保険料検認状況

一覧票及び申立人が所持している国民年金手帳の記載内容とも符合する。この

ため、この加入手続時期（７年７月）を基準とすると、申立期間は時効により

保険料を納付することができない。 



また、申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直

接関与しておらず、これらを行ったとする母親は、平成５年６月頃にＡ市Ｂ区

役所で加入手続を行ったとし、その手続の際に受領したとする年金手帳の写し

を提出しているが、当該年金手帳に記載された国民年金記号番号は、前述のと

おり７年６月に払い出されていることが確認できる。申立期間の保険料につい

ては約９万円納付したとしているところ、申立期間の保険料額は６万 9,500

円となる上、申立て後に「９万円には５年６月分を含む。」とするなど納付金

額の記憶は曖昧である。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿の検認記録欄を見ると、前述の申立人

の加入手続時点（平成７年７月）において、過年度納付することが可能であっ

た申立期間後の５年６月から７年３月までの 22 か月分の保険料が過年度納付

され、加入手続前に納付期限となる同年４月及び同年５月の保険料が同市に現

年度納付されていることが確認でき、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は

見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3276 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年３月から６年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年３月から６年３月まで 

    平成５年２月末に会社を退職し、同年３月頃に、母親がＡ市Ｂ区役所で私

の国民年金加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付した。母親か

ら、納付したことを何度か聞いており、区役所職員が書いたとみられるメモ

も残っている。申立期間が未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする母親に文書で照会したところ、母親は、「メ

モに記載のとおりに１回で納付した。領収書は引っ越しのときに紛失したと思

う。詳細については覚えていない。」としていることから、申立期間の加入手

続及び保険料納付状況に係る詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の

国民年金手帳記号番号は、国民年金被保険者資格取得日を平成３年４月１日と

して同年６月 21 日（進達日）にＡ市Ｂ区に払い出されており、厚生年金保険

被保険者資格を取得した４年９月１日に資格を喪失したこととされているが、

申立人が国民年金被保険者資格を再取得した記録は見当たらない。このことは、

同市では申立人に係る申立期間の記録は見当たらないとしている上、同市の国

民年金被保険者名簿には前述の資格取得及び資格喪失の記録のほかに資格記

録は無く、同市の国民年金保険料検認状況一覧票においても、申立人について

は、３年４月から４年８月までの国民年金保険料は納付済みとされ、同年９月

から５年３月までは厚生年金保険被保険者資格期間とされている記録しか確

認できないこと、及び申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録（１）には、

前述の資格記録の記載はあるものの申立期間についての記載が無いこととも



符合する。このため、申立期間は国民年金に未加入となり、申立期間の納付書

が送付されることはなく、申立期間の保険料を納付することはできなかったも

のと考えられる。 

さらに、申立人は、提出したメモの受領時期については明確ではないとして

いる上、当該メモには申立期間の保険料額が記載されているものの、母親が申

立期間の国民年金加入手続及び保険料納付を行ったことを示す記述は確認で

きないことから、当該メモの記載内容をもって母親が申立期間の国民年金加入

手続を行い、申立期間の保険料を納付したとまでは推認し難い。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3277 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 55年３月まで 

    婚姻（昭和 55年 11月）後、Ａ市Ｂ区役所で夫婦の国民年金加入手続を行

った際、職員から今なら保険料を遡って納付すれば満額の年金が受け取れる

と聞いた。主人は学生であったが卒業すれば厚生年金保険に加入することに

なると考え私の分だけを納付することにした。保険料の納付時期は覚えてお

らず、10万円から 30万円までの間の金額を銀行か郵便局で一括して納付し

た。申立期間の保険料を納付したことを示す資料は無いが、申立期間が未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、婚姻（昭和 55年 11月）後、Ａ市Ｂ区役所で夫婦の国民年金加入

手続を行った際、職員から今なら保険料を遡って納付すれば満額の年金が受け

取れると聞き、自身の申立期間の保険料だけを一括で納付したとしているとこ

ろ、申立人が加入手続を行った時期に特例納付は実施されていない上、保険料

の納付時期を覚えておらず、納付金額も 10万円から 30万円までの間の金額と

し明確に覚えていないことから、申立期間の保険料納付に係る記憶は曖昧であ

る。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳払出控によれば、申立人の国民年金

手帳記号番号は、昭和 55年６月 30日にＡ市Ｂ区に夫と連番で払い出されてお

り、それ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない。申立人の国民年金加入手続は、当該番号前後の任意加入被保険者

の資格取得日から、同年 11 月頃に初めて行われたものとみられ、その手続の

際に、資格取得日を遡って 50 年４月１日とする事務処理が行われたものとみ

られる。このことは、同市の申立人の国民年金被保険者名簿及び申立人が所持



する年金手帳の記載内容とも符合する。その加入手続時期を基準とすると、申

立期間のうち、50年４月から 53年９月までについては、時効期間（２年）を

過ぎており、保険料を納付することはできない。申立期間のうち、同年 10 月

から 55 年３月までについては、過年度保険料として納付が可能であったもの

の、当該期間の保険料合計額は５万 5,980円であり、申立人が納付したとする

保険料合計額 10万円から 30万円程度と相違する上、申立人の国民年金被保険

者台帳を見ると、同年４月以降は納付済みとされ、申立期間は未納とされてい

ることが確認できる。前述のとおり、申立人は、申立期間の保険料納付に係る

記憶が曖昧であり、保険料納付状況の詳細は不明であることから、申立人が

53 年 10 月から 55 年３月までの保険料を過年度納付したとまでの推認はでき

ない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3278 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年 11月から 44年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月から 44年７月まで 

    私は、婚姻前から同居していた元夫の国民年金保険料を自宅で集金人に納

めていた。私は国民年金に加入していなかったので、大家さんと集金人に加

入するように勧められ、Ａ市Ｂ区役所に婚姻届出（昭和 41年 11月）を提出

した際に国民年金の加入手続を行った。その当時、同区役所は改築工事中で、

元夫と移転先のＣに行き元夫が手続を行ってくれた。私が国民年金に加入し

てからは、二人分の保険料を集金人に納めていた。申立期間について、一緒

に納付した元夫は納付済みとされているにもかかわらず、私が未納とされて

いることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市Ｂ区役所に婚姻届出(昭和 41年 11月)を提出した際に国民年

金加入手続を行ったとしているところ、申立人は、国民年金加入手続に直接関

与しておらず、これを行ったとする元夫とは音信不通であるとし、聴取できな

いことから、申立人の加入手続状況の詳細は不明である。 

また、国民年金受付処理簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭

和 44年６月 11日にＡ市Ｂ区に払い出され、申立人は同年８月 27 日に任意加

入被保険者として資格取得したこととされており、これ以前に申立人に対して

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立人の

国民年金加入手続が行われたのは当該資格取得日とみられる。このことは申立

人の国民年金被保険者台帳に記載されている資格取得年月日とも一致する。こ

のため、この資格取得日を基準とすると、申立人は、申立期間当時国民年金に

未加入となり、申立期間の保険料を納付することはできなかったものとみられ

る。 



さらに、オンライン記録によれば、申立人は、昭和 60 年３月１日に免除申

請した際、夫が国民年金被保険者であったことから、当該申請に併せて申立人

の加入資格が見直されたものとみられ、同年３月 27 日に資格取得日及び種別

を 44年８月 27日任意加入から 41年６月１日強制加入に訂正されたことが確

認できる。このため、資格が変更された時点で申立期間は国民年金加入期間と

されたものの、申立期間の保険料は時効により納付することはできない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3279 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年 10月から 52年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から 52年２月まで 

    私は、母親に勧められて、昭和 52 年３月頃にＡ市役所で国民年金の加入

手続を行った。その際に、申立期間の国民年金保険料を一括納付できなかっ

たため、窓口の担当者に相談し、同年３月以降の保険料を納付しながら、申

立期間の保険料を分割して納付することになった。その後、申立期間の保険

料は、同市役所の担当窓口で数回に分けて納付したはずである。納付回数や

納付金額は覚えていないが、妹と一緒に同市役所に行ったことがあったので、

妹も私が申立期間の保険料を納付したことを覚えていると思う。申立期間に

ついて、保険料を納付した記録が無いとされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52年３月頃にＡ市役所で国民年金加入手続を行い、その後、

申立期間の国民年金保険料を同市役所の担当窓口で数回に分けて納付したと

しているが、申立期間の保険料の納付時期、納付回数及び納付金額については

覚えていない上、申立人が同市役所で保険料を納付した際に同行したことがあ

るとする妹は、申立人と同市役所へ行った時期や申立人の保険料納付状況は分

からないとしており、申立人の申立期間に係る保険料納付状況の詳細は不明で

ある。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、任意加入被保険者として昭和 52 年２月９日にＡ市

で払い出され、資格取得日は同年３月 16 日とされており、これ以前に申立人

に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、

申立人が初めて加入手続を行ったのは資格取得日とされた同年３月 16 日とみ

られる。このことは、同市の保管する国民年金台帳に記載されている資格取得



日及び申立人が所持する年金手帳の「初めて被保険者になった日」欄に記載さ

れている資格取得日とも符合しており、申立人が申立期間において国民年金に

加入し、保険料を納付していた形跡は見受けられない。このため、この資格取

得日を基準とすると、申立期間は、国民年金に未加入となり、申立人は、申立

期間の保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3280（事案 889の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年１月から同年３月までの期間及び 58年４月から 61年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 58年４月から 61年３月まで 

    平成20年12月に申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできないとの通知を受けた。新たに納付したことを示す資料等はない

が、当初に申立てたとおり、申立期間①の保険料は、Ａ市Ｂ区からＣ市に転

入した際、同市役所の窓口で３か月分まとめて現金で納付し、領収書の代わ

りに納付書を渡された。申立期間②の保険料は、Ｄ市役所近くのＥ銀行Ｆ支

店で、３か月ごとに納付書で保険料を納付していた。今回の申立てでは、申

立期間②の納付場所は、同銀行同支店ではなく、Ｇ銀行Ｈ支店であったこと、

及び新たな証言者を思い出したので、申立期間の保険料が納付されていたこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、申立期間①の保険料は、

Ｃ市役所の窓口で納付していたとしているところ、同市では、申立期間①当時、

市役所窓口で納付書の交付は行っていたとしているものの、保険料の収納は行

っていなかったとしていること、ⅱ）申立人は、同市役所で申立期間①の国民

年金保険料を納付した際に、領収書の代わりに現在所持する納付書を渡された

としているが、その納付書は、金融機関等に納付した時に、申立人が受け取る

領収書部分だけではなく、金融機関及び行政機関の控えとなる部分も切り離さ

れておらず、いずれにも領収印が押されていない未使用の状態のものであり、

当該納付書を所持していることをもって、申立期間①の保険料が納付されてい

たものと推認することはできない。また、申立期間②に係る申立てについては、



申立人は、昭和 58 年４月１日に任意加入被保険者資格の喪失手続を行った記

憶は無く、この期間中も納付書で保険料を納付していたとしているが、申立人

の被保険者台帳（マイクロフィルム）では、申立人は、同年４月１日に任意加

入被保険者資格を喪失し、61 年４月１日に第３号被保険者資格を取得するま

で、申立期間②に国民年金に再加入した記録は無い上、申立人が所持する国民

年金手帳の記載内容とも符合している。これらのことから、申立人は、申立期

間②当時は、国民年金に加入しておらず、国民年金未加入者に対して納付書が

送付されることは無いことから、保険料を納付することはできなかったと考え

られる上、納付書で国民年金保険料を納付していたとする金融機関は、その当

時存在しておらず、申立人の記憶には曖昧な点が見受けられることなどから、

既に当委員会の決定に基づく平成 20年 12 月 25日付け年金記録の訂正は必要

でないとする通知が行われている。 

申立人は、今回の再申立てにおいて主張する申立期間①の内容は、当初の申

立内容と変わらず、申立期間②の保険料を納付した金融機関をＥ銀行Ｆ支店で

はなく、Ｇ銀行Ｈ支店であったこと、及び新たな証言者を思い出したとして申

立てているが、申立人は、申立期間②当時、国民年金に加入していないことか

ら、国民年金未加入者に対して納付書が作成・交付されることは無い上、同銀

行同支店で納付していたことをうかがわせる事情は見当たらないほか、当該証

言者から聴取しても、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことをうか

がわせる証言は得られなかった。そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認めることはできない。 

 



愛知国民年金 事案 3281 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年９月から 52 年２月までの期間、55 年１月から同年７月

までの期間及び56年６月から61年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年９月から 52年２月まで 

             ② 昭和 55年１月から同年７月まで 

             ③ 昭和 56年６月から 61年３月まで 

    私は会社を退職（昭和 51 年９月）した後、国民年金の加入手続を行い、

申立期間①の保険料を納付したと思う。申立期間②及び③の加入手続及び保

険料納付については全く何も覚えていない。申立期間の保険料を納付したこ

とを示す資料は無いが、申立期間の保険料が納付されていたことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び保険料納付状況について、ⅰ）

申立期間①については、会社退職（昭和 51 年９月）後、国民年金加入手続を

行い、保険料を納付したとしているが、加入手続場所、加入手続後交付される

国民年金手帳の受領の有無、納付場所、納付方法、納付時期及び納付金額につ

いては覚えていないとしていること、ⅱ）申立期間②及び③については、加入

手続及び保険料納付については全く覚えていないとしていることから、当該期

間の加入手続及び申立期間の保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人の

国民年金加入記録は、いずれも任意加入被保険者として資格取得日は昭和 55

年８月 22日、資格喪失日は 56年６月５日とされ、その後、再び被保険者資格

を取得したのは、61 年４月１日（第３号被保険者資格取得）とされており、

申立人が所持する年金手帳の記載内容とも符合する。任意加入被保険者につい

ては、制度上、加入手続を行った時から遡って被保険者資格を取得することは



できないため、申立人の最初の国民年金加入手続はこの任意加入被保険者資格

取得日とされた55年８月22日に行われたものとみられる。これらのことから、

申立期間①については、婚姻前であり厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いないため、強制加入被保険者期間となり、申立期間②については、申立人は

52年 11月に婚姻しており、夫は厚生年金保険被保険者であったことから、任

意加入対象期間となるものの、申立期間①及び②共に、前述のとおり、いずれ

の記録も申立人が国民年金に加入していたことをうかがわせる形跡は見当た

らず、任意加入被保険者資格を取得した 55年８月 22日を基準とすると、当該

期間は国民年金に未加入となり、申立人は、当該期間の保険料を納付すること

ができなかったものとみられる。 

さらに、申立期間③についても、前述のとおり、昭和 56 年６月５日に資格

喪失後、再び被保険者資格を取得したのは、61 年４月１日（第３号被保険者

資格取得）とされていることから国民年金に未加入となり、申立人は、当該期

間の保険料を納付することができなかったものとみられる。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知厚生年金 事案6859 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和22年４月１日から27年10月30日まで 

私は、申立期間において、亜炭を採掘する事業所に機械係として勤務し

たが、その際、当時の事務員から、危険な仕事なので、万が一のことを考

えて保険に加入する旨伝えられたことを記憶している。 

当該事業所における厚生年金保険の記録があるはずなので、申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間において、Ａ県にある事業所に勤務した。事業所の名

前の最初の二文字はＡだった。」と述べているところ、厚生年金保険適用事業

所台帳によると、当該二文字を含んだ名称の事業所が１事業所見られるが、

申立人は、「名称が全然違うし、事業所の業務や所在地も明らかに異なってい

る。」と述べており、申立人が勤務していた事業所を特定することができない。 

また、経済産業省の鉱業原簿によると、申立期間当時、１社２個人が、申

立人が主張する事業所の所在地を区域とする鉱業権を有していたことが確認

できるところ、申立人は、「当該１社２個人の名前は、自分が記憶している名

前と一文字も合っておらず、全然異なっている。」と述べている上、当該１社

２個人は、当該期間当時、いずれも厚生年金保険の適用事業所であった記録

は確認できない。 

さらに、申立人が記憶している当時の事業主については、厚生年金保険被

保険者記録が確認できないことから、同人を特定できず、また、事務を担当

していたとして名前を挙げた同僚については、姓のみの記憶のため、同人を

特定できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務事業所、勤務実態及び厚生年金

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和35年12月26日から36年７月13日まで 

私は、Ａ社で継続して勤務し、この間一度も退職していないはずなのに、

申立期間における厚生年金保険の記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「当時の資料を保管していないため、当時のことは分からない。」

と回答しており、申立人の申立期間に係る勤務実態及び当時の厚生年金保険

の取扱いについて確認できない。 

また、申立期間内にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取得してい

る同職種の同僚は、「申立人は、自分より後から入社してきたが、『Ａ社で以

前働いていたことがある人で再入社の人だ。』と聞いた覚えがある。だから、

後から再入社してきた申立人の方が仕事をよく知っており、色々教えてもら

ったことを覚えている。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6861 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年10月21日から同年11月１日まで             

Ａ社に、平成元年10月21日に、入社したにもかかわらず、厚生年金保険

被保険者資格の取得日は同年11月１日となっている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成11年分退職所得の源泉徴収票・特別徴収票及び

Ａ社から提出された在籍証明書により、申立人が、平成元年10月21日から同

社に勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社は、「当時の資料を保存していないため、当時の取扱いの詳細

は分からない。しかし、当時の給与は、毎月20日締めの当月28日支払で、厚

生年金保険料は当月控除だったはずなので、申立人の被保険者資格取得日を

10月21日とすると、11月支給の初給与から、10月分及び11月分の２か月分の

保険料が控除されることになり、負担が重くなると考えて、資格取得日を11

月１日としたのではないかと思う。」と回答している。 

また、申立期間当時のＡ社の事務担当者は、「月の中途で入社した者につい

ては、翌月初めにまとめて被保険者資格を取得させていたと思う。」と証言し

ている。    

さらに、申立人と同日にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得

している複数の同僚は、当該資格取得日の約２週間から１か月前に雇用保険

の被保険者資格を取得しており、上記同社の回答及び事務担当者の証言とも

符合していることから、当時の同社では、一定期間内に採用した者について

まとめて被保険者資格を取得させていた状況がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6862 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和52年10月から53年２月まで 

申立期間の標準報酬月額が実際に受け取っていた給与の額と異なってい

る。申立期間について、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「当時の賃金台帳及び社会保険に関する資料を保管していないた

め、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の届出及び保険料控除額について

は不明である。」と回答している。 

また、オンライン記録によると、申立期間に厚生年金保険被保険者記録の

ある同僚11人のうち、７人は、申立期間の標準報酬月額が従前に比べ下がっ

ていることが確認できるところ、当該７人を含む複数の同僚に照会しても、

オンライン記録の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料より高額の保険料が

給与から控除されていたとする証言は得られない。 

さらに、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金の記録によると、申立人の同

基金における標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致してい

ることが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票にも、申立人の標

準報酬月額が遡って訂正された形跡は見当たらない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年８月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成10年８月から11年12月までの期間、12年３月から14

年５月までの期間、同年７月から同年10月までの期間、同年12月から15年７

月までの期間及び同年10月から19年８月までの期間については、申立人から

提出された給与支給明細書及び平成16年度から19年度までの賃金台帳により、

申立人は、当該期間において、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支

給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間のうち、平成12年１月、同年２月、14年６月、同年11月、

15年８月及び同年９月については、申立人は、当該期間に係る給与支給明細

書等を所持していないものの、オンライン記録によると、当該期間の標準報

酬月額は、前後の期間と同額であることから、申立人は、当該期間において

も、前後の期間の給与支給明細書において確認できる保険料控除額に見合う



標準報酬月額と同額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたものと考えられる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6864 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成10年12月から17年６月まで 

② 平成18年６月から19年８月まで 

申立期間①及び②について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時

支給されていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、平成10年12月から13年６月までの期間、13年８月から

17年６月までの期間及び申立期間②については、申立人から提出された給与

支給明細書及び平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当

該期間において、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていた

ことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間①のうち、平成13年７月については、申立人は、当該期間

に係る給与支給明細書等を所持していないものの、オンライン記録によると、

当該期間の標準報酬月額は、前後の期間と同額であることから、申立人は、

当該期間においても、前後の期間の給与支給明細書において確認できる保険

料控除額に見合う標準報酬月額と同額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険



料を事業主により給与から控除されていたものと考えられる。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



愛知厚生年金 事案6865 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年３月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支給明細書及び平成16年度から19年度までの賃

金台帳により、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に

見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6866 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成12年９月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成13年３月から同年５月までの期間及び15年12月から

19年８月までの期間については、申立人から提出された給与支給明細書及び

平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該期間において、

その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間のうち、平成12年９月から13年２月までの期間及び同年６

月から15年11月までの期間については、申立人は、当該期間に係る給与支給

明細書等を所持していないものの、複数の同僚から提出された給与支給明細

書によると、いずれの同僚も、当該期間の保険料控除額に見合う標準報酬月

額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6867 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年４月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認で

きる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6868 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年１月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成13年12月、14年３月、同年５月、同年７月、同年８

月、同年10月、15年１月、同年６月、同年10月及び同年12月から19年８月ま

での期間については、申立人から提出された給与支給明細書及び平成16年度

から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該期間において、その主張

する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間のうち、平成13年１月から同年11月までの期間、14年１月、

同年２月、同年４月、同年６月、同年９月、同年11月、同年12月、15年２月

から同年５月までの期間、同年７月から同年９月までの期間及び同年11月に

ついては、申立人は、当該期間に係る給与支給明細書等を所持していないも

のの、複数の同僚から提出された給与支給明細書によると、いずれの同僚も、

当該期間の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報



酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6869 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年９月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成14年９月から15年２月までの期間及び同年12月から

19年８月までの期間については、申立人から提出された給与支給明細書及び

平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該期間において、

その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間のうち、平成15年３月から同年11月までの期間については、

申立人は、当該期間に係る給与支給明細書等を所持していないものの、複数

の同僚から提出された給与支給明細書によると、いずれの同僚も、当該期間

の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6870 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年９月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成14年９月、同年10月及び15年12月から19年８月まで

の期間については、申立人から提出された給与支給明細書及び平成16年度か

ら19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該期間において、その主張す

る標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間のうち、平成14年11月から15年11月までの期間については、

申立人は、当該期間に係る給与支給明細書等を所持していないものの、複数

の同僚から提出された給与支給明細書によると、いずれの同僚も、当該期間

の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6871 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成15年８月から17年３月まで 

② 平成17年10月から19年８月まで  

申立期間①及び②ついて、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支

給されていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、平成15年12月から17年３月までの期間及び申立期間②

については、平成16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該

期間において、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたこ

とが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

また、申立期間①のうち、平成15年８月から同年11月までの期間について

は、申立人は、当該期間に係る給与支給明細書等を所持していないものの、

複数の同僚から提出された給与支給明細書によると、いずれの同僚も、当該

期間の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月

額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人が主張する標準報酬月額に



基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



愛知厚生年金 事案6872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年９月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支給明細書及び平成16年度から19年度までの賃

金台帳により、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に

見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6873 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年９月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成15年12月から19年８月までの期間については、平成

16年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、当該期間において、そ

の主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成15年９月から同年11月までの期間については、

申立人は、当該期間に係る給与支給明細書等を所持していないものの、複数

の同僚から提出された給与支給明細書によると、いずれの同僚も、当該期間

の保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6874 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年４月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成17年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認で

きる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6875 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年４月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成17年度から19年度までの賃金台帳により、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認で

きる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6876 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年４月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成19年２月の給与支給明細書並びに平成18年度及

び19年度の賃金台帳により、申立人は、申立期間において、その主張する標

準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6877 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年６月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成18年度及び19年度の賃金台帳により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6878 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年５月から同年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成19年度の賃金台帳により、申立人は、申立期間において、その主張す

る標準報酬月額に見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6879 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成12年８月から19年８月まで  

申立期間について、Ａ社勤務時の標準報酬月額の記録が、当時支給され

ていた給与に比べて著しく低い。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支給明細書及び平成16年度から19年度までの賃

金台帳により、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に

見合う給与を支給されていたことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

上記の給与支給明細書及び賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6880 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成15年５月頃から19年９月１日まで 

平成15年５月頃、Ａ社に入社したが、厚生年金保険の被保険者資格は19

年９月１日に取得している。申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成16年度から19年度までの賃金台帳及び雇用保険の記録により、申立人

が申立期間のうち、少なくとも平成16年１月１日以降の期間においてＡ社に

勤務していたことは認められる。 

しかし、上記の賃金台帳によると、申立人は、平成16年１月から19年８月

までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていない

ことが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間において国民年金に

加入し、平成17年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付していることが

確認できる上、Ｂ市の記録によると、申立人は、申立期間において国民健康

保険に加入していることが確認できる。 

さらに、Ａ社は、平成22年９月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、元事業主からは回答が得られないことから、申立人の申立期間

における厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6881 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成12年３月から同年12月まで 

申立期間の標準報酬月額は20万円又は19万円とされているが、Ａ社での

給料は全勤務期間を通じて、ちょうど30万円だった。標準報酬月額が低い

ので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社での給料は、全勤務期間を通じて30万円だった。」と主張

しているところ、オンライン記録において標準報酬月額が申立人と同水準で

ある同僚は、「Ａ社の給料は一貫して30万円以上だった。」と証言している。 

しかし、上記同僚は、Ａ社勤務時の保険料控除額については記憶しておら

ず、他の同僚に照会しても、申立期間当時の同社における厚生年金保険の取

扱い等について証言が得られない。 

また、Ａ社は、平成16年12月＊日に破産しており、当時の事業主は、「当時

の経理担当者は死亡している上、10年以上も前のことで書類も無いので、当

時のことは分からない。」と回答していることから、申立人の申立期間におけ

る給与額及び保険料控除額について確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額が遡って訂正さ

れた形跡は認められない。 

このほか、申立期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6882 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和25年４月１日から26年10月１日まで 

Ａ社Ｂ支店には昭和23年７月から役員として勤務した。申立期間の厚生

年金保険被保険者記録が無いのはおかしい。申立期間について、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答、同社の社史及び複数の同僚の証言から、申立人が申立期間に

おいて同社Ｂ支店に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社の社史等により、申立人は、同社の創立時から取締役であっ

たことが確認できるところ、申立人と同じ創立時からの取締役で、同社にお

ける厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚役員７人のうち、１人は、

申立人と同じ26年10月１日に同社Ｂ支店において被保険者資格を取得し、６

人は、同年７月１日以降に同社本社において被保険者資格を取得しているこ

とから、同社では、創立時からの取締役について、いずれも就任後３年ほど

経過してから被保険者資格を取得させたことがうかがえる。 

また、Ａ社は、「従業員は申立期間に厚生年金保険に加入させていたが、役

員の加入については不明。」と回答している上、当時の事務担当者は死亡して

いるため、申立人の申立期間における厚生年金保険の取扱いについて確認で

きない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6883 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年５月から６年12月まで 

申立期間にＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。

給与明細表を提出するので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された雇用契約書及び給与明細表並びに健康保険組合及び

雇用保険の記録により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたこと

は認められる。 

しかし、申立人から提出された給与明細表によると、「健康厚生年金」欄に

記載されている保険料控除額は、健康保険料のみで、厚生年金保険料を含ん

でいないことが確認できる上、平成５年度及び６年度の住民税通知書に記載

されている社会保険料等控除額の金額も、健康保険料のみであることが確認

できる。  

また、上記の雇用契約書によると、雇用条件として「15.各種保険 健康保

険・労災保険に加入する。」と記載されているものの、厚生年金保険の加入に

ついての記載は確認できない。 

さらに、Ａ社の加入する厚生年金基金に申立人の記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6884 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和30年５月１日から31年６月29日まで 

             ② 昭和31年７月21日から35年11月１日まで 

私は、脱退手当金制度そのものを承知しておらず、受け取った記憶も無

いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②に係るＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載さ

れている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日の前後２年

以内に資格喪失し、脱退手当金の受給要件を満たす37人（申立人を除く。）の

脱退手当金の支給記録を調査したところ、33人に支給記録が確認でき、その

うち31人については資格喪失日から５か月以内に支給決定がなされており、

かつ、当該同僚の中に、厚生年金保険被保険者資格喪失日が同日、又は近接

している者について支給決定日が同一のものが４組９人認められることを踏

まえると、申立人についても、その委任に基づき事業主による代理請求がな

された可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の申立期間②に係るＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとと

もに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和36年１月26日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6885 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和34年６月25日から36年６月１日まで 

年金記録によると、Ａ社を退職した後の昭和43年12月27日に脱退手当金

を受給した記録となっており、確かに、同社に係る脱退手当金を受け取っ

た覚えはあるが、その前に勤務したＢ社に係る脱退手当金は受け取った覚

えが無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社の厚生年金保険被保険者期間については脱退手当金を受け

取った覚えがあるが、その前に勤務した申立期間（Ｂ社）の被保険者期間に

ついては、脱退手当金を受け取った覚えが無い。」と主張している。 

しかし、脱退手当金を支給する場合、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、オンライン記録によると、

昭和43年12月27日に支給決定されている脱退手当金は、申立期間を含む支給

日前の全ての被保険者期間を基礎として計算されていることが確認できる上、

当該脱退手当金額（４万4,190円）は、申立期間のＢ社及びＡ社に係る厚生年

金保険被保険者期間の全てを計算の基礎として算出された額と一致している。 

また、申立期間に係る脱退手当金は、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約３か月半後の昭和43年12月27日に支給決定されており、当該

事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても申立期間を含む脱退手当金を受給したこと

を疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


